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１．成果の内容

生産環境 １４ 共通

生協組合員の農産物・農業に対する意識●

経営・経済

分類 ④

１)技術・情報の内容及び特徴

有機農業や減農薬農業に取り組んでいる生産者と産地直結を行ってい

る生協組合員を対象にアンケート調査を行い、農産物や農業に対する意
識を明らかにした。

(1)調査・分析方法

北九州市と柳川・山門郡地域を活動範囲とする２生協の組合員、計４０

０人に対してアンケート調査を行い（回収率５７．８％）、分析を行った。
(2)生協組合員（回答者）の平均像

回答者の属性を示す質問項目の最多カテゴリーを羅列すると次の通り

である。年齢３０～３９歳の家事に専念している主婦。世帯主の職業は民間

サラリーマンで、年収は600～799万円。夫婦と子供の世帯で、家族数は

４人。一番上の子供は小学生である。

(3)米、野菜、果実を購入する場合の重要要因

３つとも第１番目は「無農薬や減農薬のもの」であり、農産物の安全

性に対する指向が特に強いことを示している（表１）。

(4)生協利用率と生産者との関係及び交流の形態

概して生協利用率が高い人は低い人に比べて、より生産者のことを考

える購入行動をとることが伺える（表２）。また米における交流形態で

は、援農を望んでいる人ほど．、生協利用率が高い（表３）。

(5)調査結果の活用

生協組合員は主婦が中心であり、食品に対する関心は高い。しかし、

農業や農産物に対する知識不足や無理解から生ずる購買行動も一部見ら

れる｡′今後、消費者と生産者との密接な情報・意見交換が必要である。
２)技術・情報の適用効果

環境保全型農業の推進や消費者交流の参考資料として有効である６

３)適用範囲国、県等の行政機関及び指導機関

４)成果の利活用・普及指導上の留意点

生協組合員を対象とした調査のため、一般消費者の意識とはずれを生

じる可能性がある。今後、一般消費者の意識調査が残されている。

－２６０－



表２品目別生協の利用率と生産者
との関係（平成３年）

問：産地直結において消費者が必
要堂だけ購入することに対し
てどう思うか。

（単位：人、％）

２．具体的データ

表１農産物購入の重要な決定要因（平成３年）

注：（）内は％

表３生協利用率と生産者との交流形態（平成３年）

問：生産者との交流はどのような形態が望ましいか。

（単位：％）

▼

－２６１－

注：ラウンドのため数値と計が一致しない。

注：一般に産地直結は全堂購入が原則
である。
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生協利用率 人 賛成反対

米５０％以上
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